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はじ めに 

聖マリ アンナ医科大学病院は、 聖マリ アンナ医科大学の建学の精神である 「 キリ ス

ト 教的人類愛に根ざし た『 生命の尊厳』 を基調と する 医師と し ての使命感を自覚し 、

人類社会に奉仕し 得る 人間の育成、 なら びに専門的研究の成果を人類の福祉に活かし

ていく 医師の養成」 に基づき 、 1974 年 2 月 12 日に開院し た。 「 生命の尊厳を 重ん

じ 、 病める 人を癒す、 愛ある 医療を 提供し ま す。 」 と いう 基本理念と 、 以下の①～⑥

に掲げる 基本方針の下に、 特定機能病院及び地域中核病院に求めら れる 診療・ 教育・

研究を充実・ 発展さ せる こ と を目指し ている 。  

 

① 患者の安全を第一と する 医療安全管理体制のも と 医療を提供する  

② プラ イ バシーに配慮し た上で十分なイ ンフ ォ ームド コ ンセント ・ アセント を行

い、 患者さ んの同意に基づいた医療を 提供する  

③ 高度医療を提供し つつ、 地域の医療機関と 密接に連携し て地域の中核病院と し て

期待さ れる 機能を発揮する  

④ 臨床研究を推進し 、 医学の発展に貢献する  

⑤ 職場の心理的安全性を保ち、 多職種連携によ り 医療の質の向上に努める  

⑥ 愛ある 医療を提供でき る 医療人を育成する  
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◆ 改革の重点項目 

病院開設 50 周年を迎える にあたり 、 今後 50 年の医療のある べき 姿を見据えなが

ら 、 未来志向での改革を推し 進め、 診療・ 教育・ 研究全ての面において総合的に世界

ト ッ プ水準の大学病院へと 飛躍する ための改革の重点項目を以下に掲げる 。  

 

(1) 国民の健康寿命延伸に資する 、 世界最高水準の医療の提供を実現する ため、 診

療・ 教育・ 研究を 高いレ ベルで両立さ せる 。 そのために、 医療 DXを推進し 、 医療

分野のイ ノ ベーショ ンを促進し 、 神奈川県が掲げる 未病コ ンセプト 、 Wel l -bei ng

の向上など 社会・ 地域の動き にも 歩調を合わせ我が国の新し い医療や社会の創造

に貢献する 。  

 

(2) 特定機能病院と し て先進的で最高水準の医療の提供が可能な体制・ 環境の構築、

およ び地域中核病院と し て医療需要に即し た診療機能の確保・ 強化に努める 。 ま

た、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症対応で培っ たパンデミ ッ ク 対応や災害時医療の経

験を活かし 、 有事の際には災害拠点病院と し て地域医療の先導者と なる 。  

 

(3) 臨床の場を用いて、 医療者と し ての使命感を自覚し 、 社会への奉仕およ び、 専門

的研究を通じ た未来の医療の発展に資する 人材の育成を行う 。 加えて、 医療者と

し て備える べき 健全な精神、 「 愛ある 医療」 を実践する 力を育む教育を実践す

る 。  

 

(4) 基礎研究から 臨床研究・ 実用化への橋渡し をシームレ ス に行い、 基礎研究から 実

用化ま で一貫し た研究・ 開発の支援を目指す。 ま た、 次世代医療基盤法に即し た

医療データ プラ ッ ト フォ ームを軸に、 次世代医療の進展に貢献する 。  

 

(5) 企業等と の産学連携、 ある いは国内外の協定校と の大学間連携など 、 医療・ ヘル

ス ケアある いは教育を軸にし たネッ ト ワ ーク を更に拡充し 、 産学官連携によ る 知

と 技の融合、 およ び人材の交流を促進する 拠点と し て、 我が国、 およ び地域のヘ

ルス ケアト ラ ンス フ ォ ーメ ーショ ン( HX) を リ ード する 立場を目指す。   



3 

 

(6) ス タ ッ フ一人ひと り が「 生命の尊厳」 を大切にし 、 命ある 者を 思いやる 豊かな人

間性を 礎にし ながら 、 プロ フ ェ ッ ショ ナルと し ての自覚をも ち、 能力の向上と ス

タ ッ フ 間での相互尊重を基にし た多職種連携を通じ て、 医療・ ヘルス ケアの向上

に資する こ と を目指す。 同時に、 大学病院と し て社会や地域から 求めら れる 医療

を提供し 、 さ ら には未来の医療を創造し 続けら れる よ う 、 適切な運営を行う 。  

 

◆ 改革目標 

1. 教育・ 研究改革 

(1) 教育 

① 医療者・ 学生が最新の診断技術や治療法に加え、 高度先進医療、 ゲノ ム医療を

経験、 実践する と 共に、 医療現場で必要な人間性や精神を育む教育プロ グラ ム

を構築する 。 特に医学生においては、 早期体験実習・ 参加型臨床実習など医療

現場の体験・ 経験が効率的に積める プロ グラ ムを推進する 。  

 

② Ar t i f i ci al  I nt el l i gence( AI ) や Ext ended Real i t y( XR) など をはじ めと し た

I CT技術を活用し 、 教育プロ グラ ムの高度化を実現し 、 質の高い医療人の育成

を行う 。  

 

③ 専門性の高い医療人養成には、 総合的な教育プロ グラ ムの設計、 研究と 教育の

統合、 多職種連携教育の推進、 生涯学習の充実、 プロ フ ェ ッ ショ ナルリ ズム教

育の強化など の計画を充実さ せる 。 平行し て、 教育プロ グラ ムの質の向上、 臨

床と 研究のバラ ンス 、 多職種連携の推進、 教育の継続性の確保、 メ ンタ ルヘル

ス と ワ ーク ラ イ フ バラ ンス の確保と いった課題に対し て、 戦略的な取り 組みを

推進する 。  

 

④ 教育、 研究、 診療のバラ ンス のと れた臨床医、 優秀な研究者・ 教育者を継続的

に輩出する 為、 幅広い経験を積める 環境を整備し 、 指導者のレ ベルを 向上さ

せ、 質の高い指導が行える 体制を構築する 。 ま た、 研究機会の提供や、 志向に

応じ た専門分野プロ グラ ムの設計、 地域に根差し た医療の実現を目指す。  
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⑤ 大学病院での主たる 医学生教育と なる 臨床実習を充実さ せる ため、 ティ ーチン

グ・ アシス タ ント ( 以下 TA)  制度を設け、 大学院学生が医学生の学修を支援す

る 体制を整備する 。 ま た、 ス チュ ーデント ・ アシス タ ント ( 以下 SA) 制度を設

け、 臨床実習の経験をも と に高学年学生が低学年学生の学修を支援する 体制の

整備をめざす。 加えて、 「 医学生が経験すべき 医行為」 の教育を充実する ため

に、 I CT等特に AI の効率的かつ倫理的活用を検討する 。  

 

(2) 研究 

① 診療情報を、 必要な指針に則った上で研究成果へと 効率的に昇華する ため、 支

援体制を含めた環境の整備を行う 。  

 

② 知財事業推進センタ ー（ 2004 年設立） を通し て、 知財の創出、 管理及び活用を

推進し 、 よ り 一層の産学連携およ び社会貢献を目指す。  

 

③ 本学指定技術移転機関（ TLO） と 協力し 行っている 、 学内における 知的財産の

発掘、 権利化及び管理に加え、 共同研究やラ イ センシング、 ベンチャ ー設立な

ど を 支援する こ と によ り 、 知的財産が適切な形で事業化さ れる こ と を 目指す。  

 

④ 情熱のある 研究者を育成する ためには、 リ サーチ・ アシス タ ント ( 以下 RA) の制

度を 設け、 大学院生が積極的に様々な研究プロ ジェ ク ト に参画でき る 体制の構

築を 目指す。 ま た臨床研究の進捗を管理する 臨床研究支援体制、 特に大学病院

の評価向上に直結する 質の高い論文の作成を支援する 体制の構築を目指す。 さ

ら に研究者の負担軽減のため、 バイ アウ ト 制度や競争的研究費の直接経費から

研究代表者本人の人件費支出が可能と なる 制度の整備を検討する 。  
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(3) 診療 

① 地域中核病院と し ての急性期医療の強化のため、 救命救急センタ ー機能の充

実・ 強化およ び、 手術室の効率的運用・ 機能強化、 重症病床や特殊病床の効率

的運用、 地域医療に携わる 各組織・ 施設と の連携強化・ 推進を行う 。 ま た地域

に根差し た医療機関と し て地域社会の医療体制、 地域住民の健康を守る 方策を

打ち出し ていく 。  

 

② 特定機能病院と し ての役割強化のため、 先進医療や指定難病対策等の充実をは

かり 、 施設・ 設備・ 環境の継続的改善を行う 。 ま た、 高度医療に関する 知識・

技術の習得を目的と し て、 一層の研修内容の充実と 教育体制の構築を 行う 。  

 

③ 働き 方改革の実施に伴い、 夜間の救急患者受け入れが難し く なっており 、 特に

人口増加地域ではこ の傾向は顕著である 。 医療圏の救急医療の担い手と し て新

ER体制を開始し ており 、 引き 続き 、 救急受け入れ態勢を強化し 、 救急車

10, 000 台の受け入れを行う 。  

 

④ 災害医療拠点病院と し て地域住民の健康と 命を守る 最後の砦と し ての機能を果

たすべく 、 防災機関や他医療機関と 平時から の連携・ コ ミ ュ ニケーショ ンを行

える 体制を構築する 。  

 

⑤ 医師の働き 方改革の中にあっても 、 医療提供の質・ 量を落と さ ぬよ う 、 多職種

連携によ る タ ス ク シフ ト ・ シェ アを実現し 、 診療業務における 負担軽減を図

る 。 ま た、 タ ス ク シフ ト ・ シェ アの実現には AI や I CTなど 医療 DXを 強く 推進

し 、 各職種が専門性を活かし たコ ア業務に集中でき る 環境を構築する 。  

 

⑥ 大学病院と し て、 医師少数地域を含む地域医療機関に対し 、 柔軟に医師派遣対

応を 行える 体制を整える と 共に、 学校推薦型選抜（ 神奈川県地域枠） について

は神奈川県と 連携し て、 今後も 継続的に地域学生を確実に確保する と と も に、

神奈川県と 連携の上、 地域ニーズに合ったキャ リ ア形成プロ グラ ムと なる よ う

適宜見直し 、 構築する 。  
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(4) 運営 

① 医療政策や経済情勢の変化の中で、 病院経営の難易度は年々増加する 傾向にあ

り 、 ミ ド ル～ト ッ プマネジメ ント の知識・ 能力の底上げが必要不可欠である 。

本法人と し ては、 法人内に総合教育センタ ーを設置し 、 2023 年よ り 大学病院内

に人財育成部門を設置し 、 入職時から の計画的・ 戦略的な人材育成、 統合的な

教育・ 研修体制の構築を推進する 。  

 

② 地域医療計画の遂行およ び変化する 医療需要、 診療実績、 診療体制、 臨床と 教

育・ 研究のエフ ォ ート のバラ ンス など に基づき 、 適正な人員配置およ び病床配

分を 実現する 。  

 

③ データ に基づく 経営意思決定およ び施策立案・ 実行を行っていく ため、 リ アル

タ イ ム性のある 経営情報と 診療情報の統合およ びデータ の利活用が行える 環

境・ 体制の構築を行う 。 ま た、 大学本部や医学部等の関連部署と も 密に連携を

行い、 柔軟な人的資源およ び機器、 予算等を機動的かつ柔軟な運用を 実現す

る 。  

 

④ 優秀な人材確保のため、 働き 方の多様化・ 働き 手心理の変化を意識し た、 人事

制度の構築、 およ びラ イ フ イ ベント 等を通じ ても 働き 続ける こ と ができ る 支援

を強化する 。  

 

(5) 財務 

① 我が国の医療政策およ び地域の医療需要に則った、 ま たそれら をリ ード する よ

う な医療提供を推進し 、 適正な保険診療報酬の算定を行う 。 ま た、 データ と フ

ァ ク ト に基づき 投資判断を 行う 体制を 構築する 。  

 

② 大学病院と し て、 多く の優秀な人材を 確保・ 維持、 ま た最先端かつ高度な医療

の実践に不可欠な医療機器・ 設備を整備する にあたっては、 保険診療のみの財

源でそれら を成すこ と は困難である 。 予防医療や治験、 特別療養環境の提供な

ど 医療を軸にし ながら 多角的な運営を 推進する 。  
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③ 財源の多角化には、 我々の活動に共感・ 応援いただける 方、 企業など から の寄

付や競争的資金、 国・ 自治体などから のプロ ジェ ク ト 受託、 該当する 補助金・

助成金の活用など も 戦略的に推進し 、 運用し ていく 。  

 

④ 施設・ 設備およ び機器の更新や改修等の整備を計画的に進めながら 、 適切なタ

イ ミ ングで必要な投資を行える よ う 計画設計を行う 。 ま た、 費用対効果を意識

し 、 業務の効率化や適切なパート ナー・ 物品の選定、 省エネルギーを 推進し 、

持続可能な事業運営を行う 。  

 

◆ 改革プラ ン 

1. 教育・ 研究の改革 

(1) 教育の改革 

① 医学部と 大学病院での役割分担と 連携： 医学部が教育カリ キュ ラ ムの設計や学

生の指導・ 評価法の設定など を担当し 、 大学病院は臨床実習協力機関と し て実

地での臨床経験の提供や学生の指導を 行う など、 役割分担を 明確にする 。 実習

の進捗状況や学生の成績・ 評価、 実習内容の改善点など を相互にフ ィ ード バッ

ク し 、 臨床実習委員会等においてさ ら なる 充実化を図る 。  

 

② 指導方法の改善に関わる 方策： 臨床実習生（ 医学） の指導に関する ス キル向上

を目的に、 毎年実施し ている 初期臨床研修指導医を養成する ための指導医養成

ワ ーク ショ ッ プを参考に、 大学病院の教員に対する 、 医学部臨床実習生の指導

に関する FDプロ グラ ムの提供を検討する 。  

 

③ 臨床実習生（ 医学） から のフ ィ ード バッ ク を積極的に収集し 、 臨床実習の内容

の改善に反映さ せる 。 ま た、 臨床実習での AI や I CTの活用や、 学生用の電子

カルテ端末の一層の整備、 シミ ュ レ ータ ーの充実を促進する など、 実習環境の

整備を 図る 。  

 

④ e-Learni ng の積極的な活用を含め、 教育コ ンテンツ を整備し 、 質の高い教育を

効率的に実施でき る 環境の整備を目指す。 ま た、 AI や I CTを 活用する こ と で、

個々の臨床実習生（ 医学） の得意・ 不得意な点など を抽出し 、 個々人に適切な
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教育プラ ンの設計の可能性を 探る 。  

 

⑤ 医学部学生に対し て多様かつ最適なロ ールモデルを提示する ため、 大学病院に

勤める 医師と し てロ ールモデルと なり う る 人材を発掘し 、 育成し ていく 。  

 

⑥ 上記⑤において、 一部の教員への負担集中を回避する ため、 ロ ールモデルと な

り う る 優秀な人材には、 一定のイ ンセンティ ブを付与する など 、 人材確保策を

検討する 。  

 

⑦ 大学院教育など 研究およ びその指導を 主と する 教員およ び研究技術員について

その能力が発揮でき る よ う な体制づく り を行う 。 TA/RA制度の整備によ る 人的

資源の確保について検討する 。 ま た、 臨床教育専任者を配置する など 、 医師の

働き 方改革と 医学教育の質の向上を両立さ せる 方策を検討する 。  

 

⑧ 教員が教育ある いは研究に高い関心を 払う よ う 、 講習会やキャ リ アプラ ン報告

会など を実施する 。  

 

⑨ 研修医や大学院生等が医学部学生の学習支援をする 際の指針や指導医の責任を

明確化する 。  

 

⑩ 労働基準法や医師の働き 方改革の事例に照ら し 合わせ、 指導教員の過度の負担

になら ないよ う 適切な実習時間を設定する 。  

 

⑪ 臨床実習生がおこ なう 医行為について指導医に周知し 適切な管理を一層徹底す

る 。 臨床実習に関する 患者の協力の同意に関し ては、 臨床実習生が行う 医行為

の範囲を明示し たう えで、 入院患者等から は文書によ る 包括同意を得る こ と を

進め、 口頭によ る 同意についても 診療録への記載を行える よ う にする 。 侵襲性

の高い医行為については個別同意を取る か、 シミ ュ レ ーショ ンセンタ ーを活用

し 代替する 。 臨床実習期間中に経験でき なかった症例・ 医行為については、 在

学中に補える よ う 体制を整える 。  
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⑫ 守秘義務については教職員に対する のと 同様内容のオリ エンテーショ ンを臨床

実習生に対し て行い、 病院と し て守秘義務が全う さ れる よ う に指導する 。  

 

⑬ 学校推薦型選抜（ 神奈川県地域枠） については、 今後も 継続的に入学者を確実

に確保する と と も に、 令和 7 年度以降入学者及び令和 6 年度以前入学者で希望

する 者に対し ては、 神奈川県と 連携し て地域のニーズに合わせたキャ リ ア形成

プロ グラ ムの契約を締結する 。  

 

⑭ 海外での臨床研修の機会の更なる 拡充のため、 柔軟なカリ キュ ラ ムの構築を検

討する 。  

 

(2) 研究の改革 

① 本病院が全国的にも 相当数の患者を診療し ている 疾患領域等、 一定の基準を満

たす領域を重点領域と し て、 患者同意を得て臨床情報と 生体試料の情報基盤を

整備する 。 ま た、 それら の情報を Busi ness I nt el l i gence（ BI ） ツ ール等を活

用し て速やかにアク セス ・ 解析ができ る よ う な環境を整備する 。  

 

② 共同研究等の促進のため、 企業マッ チングの窓口を整備し て公開する 。 加え

て、 企業の調査と プロ アク ティ ブな活動を実施する 。 共同研究に関心のある 企

業や研究者を対象と し た説明会や交流イ ベント を定期的に開催し 、 ネッ ト ワ ー

キングの機会を提供する 。 ま た、 大学病院の研究者が提案する 共同研究プロ ジ

ェ ク ト を企業や他分野の研究機関に紹介する こ と でのリ ード 作り や共同研究の

提案書作成、 契約手続き 、 資金調達のサポート を専門のチームが行い、 プロ ジ

ェ ク ト の円滑な立ち上げを支援する 。  

 

③ 研究者や医療ス タ ッ フが他分野の知識や技術を習得する ための教育・ 研修プロ

グラ ムを提供する 。 異なる 分野の専門家と のコ ラ ボレ ーショ ンを促進する た

め、 交流ワ ーク ショ ッ プや共同研究セミ ナーを開催する 。  
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④ 知財事業の推進及び大学発ス タ ート アッ プの支援に向けて企業と 連携し 、 ス タ

ート アッ プ向けの GAP ファ ンド の創設を検討する 。 ま た、 事務職員から のアプ

ロ ーチだけでなく 、 研究者サイ ド から 知財の普及啓発や研究シーズの発掘を行

う こ と ができ る 人材の育成、 確保及び体制の構築を目指す。  

 

⑤ 大学院・ 医学部の学生向けに知財と ス タ ート アッ プの実務を 学ぶこ と ができ る

カリ キュ ラ ムの整備を検討する 。  

 

⑥ 研究環境の向上のため、 RA制度の整備によ る 研究人材の育成や医療 Dx の活用

と 疾患レ ジス ト リ 研究の推進によ る 、 日本を代表する 医療データ 基盤の創造、

臨床研究支援体制の充実と 、 関連する 部署と の有機的な連携体制の構築、 質の

高い論文作成支援制度の充実を目指す。  

 

⑦ 研究者のモチベーショ ンを高める ため、 バイ アウ ト 制度や競争的研究費の直接

経費から 研究代表者本人の人件費支出が可能と なる 制度の整備の検討を行う 。  

 

(3) 診療の改革 

① 地域医療構想調整会議の場を 活用し た地域医療構想実現に向けた診療体制の調

整を行う 。 ま た、 神奈川県や川崎市などと 定期的な合同会議を開催し 、 地域医

療ニーズや課題を双方で共有する 場を 設ける 。 2020 年よ り かわさ き 災害医療ネ

ッ ト ワ ーク と いう 研究会を設立し 、 自治体や市内急性期病院、 医師会、 病院協

会と の情報共有を行っている と こ ろであり 、 大学病院と 神奈川県・ 川崎市、 地

域医療機関等の間で情報交換のプラ ッ ト フ ォ ームを構築し 、 緊急時や災害時対

応の協議を更に円滑化する 。  

 

② 神奈川県が推し 進める 未病プロ ジェ ク ト に大学病院と し て研究や政策提言など

の実践的アド バイ ス や共同事業の企画・ 実施を行う 。 加えて、 自治体が実施す

る 公衆衛生や健康増進のイ ベント やプロ グラ ムに大学病院と し て協力し 、 専門

的なサポート を提供する 。  
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③ 地域連携の強化を行う ため、 地域医療機関と の定期的な情報共有会や協議会を

開催し 、 互いの診療内容や医療ニーズの把握と 調整、 連携、 地域連携パス の構

築等を 行う 。 ま た、 デジタ ルプラ ッ ト フォ ームを活用し た診療情報の迅速な共

有を可能にする シス テム導入を検討する 。 加えて、 地域医療機関と 連携し た広

域ベッ ド マネジメ ント シス テムを導入し 適切なケアプロ セス における 適切な病

床への移行を促進する 体制の構築の検討を行う 。  

 

④ 遠隔医療を推進し 、 多様化する 患者ニーズへの対応、 およ び、 地域医療機関

や、 介護施設など と の地域医療ネッ ト ワ ーク の連携強化、 ま たネッ ト ワ ーク の

中での限ら れた医療資源の共同利用によ る 効率化の実現、 救急医療、 遠隔

I CU、 災害医療への応用、 ま た、 医療過疎地域と の連携の中で、 大学病院レ ベ

ルの医療サービス を医療過疎地域においても 受ける こ と ができ る 環境の構築を

検討する 。 加えて、 遠隔医療によ る 働き 手の柔軟さ も 確保する 。  

 

⑤ 地域医療機関と の有機的な連携の実現を目的と し て、 人材交流や共同教育プロ

グラ ムを実施し 、 双方の医療を理解でき る ブリ ッ ジ人材の育成や検討を地域で

行う 。  

 

⑥ 院内医療安全の強化策と し て、 院内急変対応シス テム（ RRS) を強化さ せる ため

に、 全入院患者に早期警告シス テムの導入を開始し ており 、 急変対応チームメ

ンバー育成と 、 急変時に対応ができ る 職員の育成を行う 。  

 

⑦ 診療看護師（ Ｎ Ｐ ） を含めた特定行為を実施でき る 看護師の育成やの採用、 資

格取得を目的と し た進学への経済援助の継続、 およ び特定行為研修修了看護師

についても 採用や資格取得を 目的と し て奨学金制度を継続、 ま たプロ ト コ ール

に基づく 看護師によ る 薬剤投与・ 検査の実施について実施内容の明確化と 実施

に向けた整備を行う 。  

 

⑧ 各種コ メ ディ カルの専門性を 踏ま え、 現在医師が行っている 診療業務の一部を

各職種へシフ ト する 。   
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⑨ 医師事務作業補助者の診療録等の代行入力だけでなく 、 診療支援事務センタ ー

と し て診療科の枠を超えた医師事務支援体制を実現する 。  

 

⑩ 業務整理を推進し ノ ンコ ア業務にアウ ト ソ ース を活用する こ と で、 医療ス タ ッ

フ のコ ア業務へ注力でき る 環境を整備する 。  

 

⑪ 現在部分的に導入を行っている 、 AI 問診シス テムを拡充さ せる と と も に、 電子

カルテシス テムでその内容を 参照かつ記録への転写を実現する 。 それによ り 、

予約外患者の複数診療科受診の回避や、 医学生や研修医によ る 予約外患者総合

ト リ アージ外来を教育の一環と し ての意義も 持たせながら 実現する 。  

 

⑫ AI 活用よ る カルテの要約、 サマリ ーの簡便化、 紹介状作成機能など の導入を検

討する 。 医師が行う と さ れる 様々な説明に関し て、 説明に必要な内容（ 検査目

的・ リ ス ク ・ 中止薬剤など ） を動画化し て、 医師以外の職種が担える よ う にす

る 。 そのためには、 事前に多様な動画の作成準備を進める 。 ま た、 電子処方箋

を早期に導入し 、 医師の書類にかかわる 作業時間の軽減を図る 。  

 

⑬ 患者と 診療情報を共有し 、 治療への患者参加の促進を実現する ため、 PHR（ パ

ーソ ナルヘルス レ コ ード ） シス テムを 強化し 、 患者に向けた診療情報共有を更

に推進する 。 ま た、 患者の理解を深める ための支援・ 工夫を 行う 。  

 

⑭ 医師のキャ リ ア志向に応じ たキャ リ アディ ベロ ッ プメ ント プロ グラ ムに医師少

数地域へのロ ーテーショ ンを 構築する 。 ま た、 連携病院と 地域需要やそれに対

する 医師供給のデータ 共有を 行い、 データ に基づいた派遣計画を策定する 。 加

えて、 直接派遣だけでなく 、 遠隔医療技術を用いた、 診療支援を実施し 専門医

の不在を補う 。 そのほか、 地域医療機関の医師や医療ス タ ッ フ に対する 教育・

研修プロ グラ ムを実施する 。  

 

⑮ 高度な医療（ 手術、 検査、 処置等） を 継続し て行う 快適な環境を維持する た

め、 基本的にメ ーカー推奨する LCCを ベース に、 劣化診断等を判断材料と し 修

繕、 更新計画を行う 。  
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(4) 運営の改革 

① 各職種・ 役職ごと の役割と 責任、 権限を明確化する 。 病院経営層（ 病院長、 副

院長、 看護部長、 事務部長等） に向けた外部経営人材の活用を含めた経営知識

獲得セミ ナーを継続実施する 。 ま た、 新たに病院長を補佐し 、 改革を 推進する

役割の職員を設置する こ と を 検討する 。 加えて、 病院職員に向けた院内経営セ

ミ ナーの開設を行い経営に関する 学習機会の提供を検討する 。 併せて講演内容

についてはコ ンテンツと し て保存し 、 体系的な教育コ ンテンツ の構築を行う 。  

 

② リ ーダーやマネジメ ント への成長を目的と し て職種別の専門教育・ 研修の他に

リ ーダーシッ プやコ ーチング、 多職種連携などのゼネラ ルなス キル習得を行え

る 環境を整備する 。 ま た、 人事と も 連携の上、 職員の取得資格の管理、 戦略的

な取得の推進を行っていく 。  

 

③ 人財育成部門を中心に、 医師・ 看護師・ コ メ ディ カル・ 事務ス タ ッ フ などの人

材採用およ び育成、 評価を戦略的に行う 。 ま た要因計画と 人材育成を 統合する

人材マネジメ ント シス テムを 運用する 。  

 

④ 病院内の診療科がそれぞれ独立し た組織と なり 、 独自のロ ーカルルールが生ま

れる こ と で、 全体と し てサイ ロ 構造と なり 、 全体最適が阻害さ れる 。 診療科と

いう 縦軸と 各診療科や多職種を連携する ために設けた診療施設部門と し て救命

救急センタ ー、 手術 I VRセンタ ー等の 18 のセンタ ーに加え、 疾患を中心と し

た連携を図る ための診療連携部門（ 脳卒中センタ ー、 神経内分泌腫瘍センタ

ー、 骨粗鬆症センタ ーなど 26 のセンタ ー） と いう 横軸でのマト リ ッ ク ス 型の

組織と し ており 、 医療安全を 中心と し てマニュ アルや手順について病院全体で

のルール策定を行い、 ロ ーカルルールを排除し 、 業務効率化およ び全体最適を

実現する 。  

 

⑤ 戦略マッ プと バラ ンス ス コ アカード を 導入し 各 KGI に対し て KPI を設定し 、 定

期的なモニタ リ ングと 業務の効率化・ 質向上のサイ ク ルを回す。  
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⑥ 現在、 入院患者については 27 診療科に責任病床数を割り 当てており 、 それぞ

れの稼働率およ び医師一人当たり の入院患者数、 なら びに外来患者数から 医師

一人当たり の外来患者数を基に診療科の人員およ び責任病床数を過去３ 年間の

実績を 元に算出し 、 医療ニーズの変化に迅速に対応し た環境を構築し ていく 。

加えて医師一人当たり の外来患者数およ び入院患者数を公平に判断する こ と で

病床数を適正に管理する 。  

 

⑦ HI S ネッ ト ワ ーク 内で電子カルテ、 医事会計、 財務等のデータ を統合的に活用

し 、 BI （ ビジネス ・ イ ンディ ケータ ー） を含む病院の経営ダッ シュ ボード を構

築すべく 、 2023 年度よ り 組織し た Tot al  Qual i t y Management 室を中心に検

討・ 導入する 。 加えて、 QI ( ク オリ ティ ・ イ ンディ ケータ ー) を参照し ながら 、

当院の強み・ 弱みを明ら かにし 、 マネジメ ント サイ ク ルに活用し ていく 。 ま

た、 データ の活用のためには、 分析能力を保持する メ ンバーによ り 、 パフォ ー

マンス のト レ ンド や異常を迅速に検出し 、 データ に基づいた意思決定を支援す

る データ アナリ ティ ク ス 部門の新設も 視野に入れワ ーキンググループを発足さ

せる 。 ま た、 各部門や各多職種連携チーム等の臨床データ や研究データ 、 教育

資料、 予実管理など をリ アルタ イ ムで共有、 活動の可視化、 ナレ ッ ジシェ アが

でき る デジタ ルプラ ッ ト フ ォ ームを構築する 。  

 

⑧ 病院原価計算を導入し 、 費用対効果も 可視化し ながら 、 医療需要や診療実績に

応じ た適切な人員・ 予算・ 設備の配置・ 配分を実現する 。 ま た、 実績データ を

も と に分析を行い、 季節変動や時間、 診療科等での需要のばら つき を と ら え平

準化施策の実施と 最適人員配置を計画する 。  

 

⑨ 職員の多能工化を促進し 、 1 人のス タ ッ フ が複数の業務範囲を担当でき る よ う

にする こ と で、 突発な欠員や業務量の増減に柔軟に対応でき る 体制を 構築す

る 。 ま た、 リ アルタ イ ムに患者や診療の情報を管理でき る シス テムの導入を検

討し 、 適宜人員配置の最適化・ 調整を 行う 。  

 

⑩ 業務の一部をＲ Ｐ Ａ やス ケジュ ーリ ングシス テム、 リ マイ ンダーシス テム等の

導入によ り 自動化し 、 手動での業務負担を軽減する 。 ま た、 業務整理、 アウ ト
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ソ ース の活用によ り 、 医療ス タ ッ フ がコ ア業務へ注力でき る 環境を整備する 。  

 

⑪ 川崎北部医療圏で唯一の高度急性期機能を地域の中で効果的活用を行っていく

ため、 地域の他医療機関や介護施設等と の連携を強化し 、 患者のス ムーズで適

切な退院支援や転院を促進する 。 ま た、 それを実施する にあたっては、 ベッ ド

コ ント ロ ールを適切に行う ための情報シス テムの導入・ 専門チームの設置を検

討する 。  

 

⑫ 災害拠点病院と し て地域と も 連携・ 情報共有を行いながら 、 緊急時や災害時に

備えた病床の確保と 対応計画を策定し 、 災害時の緊急医療体制の整備を行う 。  

 

⑬ 優秀な人材を確保する ため、 医療業界の給与水準を定期的に調査し 、 競争力あ

る 給与体系へのシフ ト について検討する 。 採用についても 新卒者の採用はも ち

ろん、 他業種経験者を含めた多様な人材の確保を行い、 実効的な定着支援を実

施する 。 管理職についても 、 多様性の確保を行う 。 ま た、 働き 方の多様化に伴

い、 柔軟な勤務形態や短時間勤務制度の導入、 リ モート ワ ーク など も 可能な体

制を整備し 、 育児や介護など ラ イ フ イ ベント など を迎えたス タ ッ フ でも 活躍で

き る 環境を整える 。 加えて、 個々人のキャ リ ア志向に基づいた成長・ 活躍がで

き る よ う 、 キャ リ アディ ベロ ッ プメ ント プラ ンを策定し 、 実行する 。 キャ リ ア

メ ンタ ー制度を導入し 、 職員の成長を 人的にも 支援する 。 こ れま でも ハラ ス メ

ント や差別がなく 、 心理的安全性を担保し た職場環境を整備する ために、 ポリ

シーや制度の明確化と 定期的な研修の実施などを行っている が、 一歩進んで第

三者機関など 外部のメ ンタ ルヘルス 専門家を配置し 、 職員が気軽に相談でき る

体制を 整える 。 ま た、 ス ト レ ス 管理やリ ラ ク ゼーショ ンのためのプロ グラ ムを

院内で提供し 、 ス タ ッ フの心身の健康をサポート する こ と を 検討する 。  

 

(5) 財務の改革 

① 適切な経営判断・ 病院運営を 実現する にはビジネス イ ンテリ ジェ ンス やク リ ニ

カルイ ンテリ ジェ ンス によ る 正確かつ迅速な意思決定が必要になる 。 そのため

に、 ダッ シュ ボード シス テムの導入やリ アルタ イ ムでのベッ ド マネジメ ント や

ブース マネジメ ント が可能になる シス テムの開発・ 導入を検討する 。  
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② 地域需要に基づく 、 診療科や専門外来の新設・ 充実、 高難易度な新規医療技術

に精通し た医師の採用・ 配置を行う 。 加えて、 地域ク リ ニッ ク や病院と の連携

を強化し 、 サービス 向上に努める 。  

 

③ 特定機能病院と し て、 先進医療など の評価療養領域についても 積極的に取り 組

み、 高度な先進医療を患者が選択でき る 環境を整える 。 ま た、 入院中の特別な

療養環境を希望する 患者の選択の幅を 拡げ、 サービス 向上を はかる 。  

 

④ 疾患の早期発見・ 早期治療へつながる 健診・ 人間ド ッ ク については部門シス テ

ムの変更によ り 、 医師の負担軽減等も はかった上で、 一人でも 多く の方に利用

し ても ら える よ う ニーズにあったパッ ケージを用意し サービ ス を設計する 。  

 

⑤ 地域住民はも ちろん、 企業窓口をつく り 地域企業に向けた健診プロ グラ ムの拡

充にむけた検討を行う 。  

 

⑥ メ ディ カルツ ーリ ズムなど 日本の医療にイ ンバウ ンド 需要も 増えている こ と か

ら 企業提携の上、 イ ンバウ ンド に対応し た医療体制の構築を 目指す。  

 

⑦ 治験契約のリ ーガルチェ ッ ク の体制整備、 ま た、 AI 導入によ る 法務的業務の効

率化を 検討する 。 ま た、 費用算定を含む経理手法の効率化に着手し 、 適切な運

営を実施する 。 加えて、 非医療系人材と 医療系人材の人材マネジメ ント を適正

化およ び内製と 外注のバラ ンス についても 見直し をはかる 。 なお、 治験の拡充

に際し ては法人内での連携・ 理解の構築と 、 外部への広報が必要不可欠であ

り 、 推進を行っていく 。  

 

⑧ 当学では周年事業と し て実施し ている 「 創立 50 周年記念事業募金」 や法人と

し て募集し ている 「 教育研究支援募金」 に加えて、 講座ごと に支援を 受ける

「 奨学寄附金」 がある 。 寄付を検討さ れる 方によ り 柔軟な対応が行える よ う 、

テーマ別のク ラ ウ ド ファ ンディ ングや金銭寄付以外の現物寄付など を 実施す

る 。 ま た、 地域や卒業生、 企業に向けたイ ベント や交流会を 通じ て、 寄付の必

要性や取り 組みの認知拡大に努め、 寄付機会の拡大を行う 。  
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⑨ 国家・ 行政プロ ジェ ク ト の受託や競争的資金の獲得、 企業と の共同研究・ 開発

プロ ジェ ク ト を推進し 外部資金の獲得を強化する 。  

 

⑩ 特定機能病院と し て、 医療技術の進歩に対応し た、 最新の医療機器や設備の導

入を前提と し た予算・ 資金計画をたて、 補助金の活用や民間投資誘致など多様

な財源確保戦略を実行する 。  

 

⑪ 地域中核病院と し て一部医療機器・ 設備等については地域内の複数の医療機関

で共用し 、 コ ス ト 削減を行う と 共にリ ソ ース の有効活用を行う 。  

 

⑫ 風力や太陽光など の再生可能エネルギーを活用し 、 エネルギーコ ス ト の削減と

環境負荷低減を両立する 、 井水を活用し た分散型エネルギーシス テムなどを検

討する 。  

 

⑬ 長期的なエネルギーコ ス ト 削減を考慮し た設備導入の費用対効果評価を行い、

省エネ・ 脱酸素関連の設備導入に係る 補助金の積極的活用も 含め導入の可否を

検討する 。  

 

⑭ 遠隔監視シス テムや各メ ーカーなど が提供し ている サービス を利用し 、 新たに

導入さ れた設備と 連携さ せ、 効率的に点検結果を分析、 点検、 設備の修繕や保

守の必要性に具体性を持たせ、 計画工事の材料と し ていく 。 そのほかにも 、

I CTを 利用し た点検業務の充実をはかる 。  

 

⑮ 修繕以外の委託経費等についても 設備別、 建物別に分析し 、 支出割合など費用

対効果のベース 材料と し てデータ 分析を行う 。  

 

⑯ 医療器材を適正かつ経済的に管理・ 運営する こ と を目的と する 医療器材委員会

を毎月開催し ており 、 新規採用の選定基準は、 医学的根拠、 使用効率及び採算

性を勘案し 慎重に決定する 。  
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⑰ コ ス ト 削減の観点から 法人全体の共通シス テム( Googl e Workspace) や稟議シス

テム等を活用し 、 法人全体でペーパーレス 化を推進する 。 アウ ト ソ ース につい

ても 業務の内容を踏ま え、 適切なパート ナー、 適切な方式・ 形態・ 配置等での

仕様設計・ 依頼を行い、 業務の効率化と コ ス ト 削減を両立さ せる 。  

 

⑱ 新規の建築を行う 際は、 環境に配慮し たグリ ーンビルディ ング設計を 採用し 、

エネルギー効率の高い設備や再生エネルギーの導入を優先的に検討する 。  

 

◆ 収支計画 

以下表に示すよ う に、 大学病院リ ニュ ーアル計画に基づき 進む病院建物の建

築・ 移転およ び旧建物の解体の他、 ロ ータ リ ー、 駐車場の整備に伴う コ ス ト 増に

よ り 2024～2025 年度の期間はマイ ナス を見込むも のの 2026 年度のグラ ンド オー

プン以降は大型支出の一段落と 改革推進効果の顕在化によ り 、 安定的で持続可能

な収支バラ ンス へのシフト を 実現さ せる 。  

 

経常収支差額比率表 

会計年度 2024 2025 2026 2027 2028 2029 

経常収支差額比率 △2. 6% △0. 4% +4. 0% +4. 0% +4. 0% +4. 0% 

 

以 上 


